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技術開発と産業のパフオーマンス 変化 (2) 
公害対 捷技 荻の特性と 溺 ジイフォーマンス 

0 大竹裕之                                           佐 勝致 孝                                         菊田 瞳 ( 未来工 研 ) 

産業活動に起因する 大気汚染。 水質汚染などは、 

㈹ 70 年代に公害として 大きな注目を 集め、 様 みな対策 

技術が開発された。 この時期。 企業は公害対策を 的な 

がら、 事業展開を図らなければならず。 状況に対応した 

技術開発や組織改編をそ 刊、 。 産業としての 変容を遂げ 

てきた。 こうした変容は。 産業に対する 技術供給によって 

持続可能な社会を 実現しようとするための 非常に重要な 

ヒントを含んでひ ち 「その一方で。 結果として日本ほ 公害 

対策技術を有する 先進的な国と 言われるようになったが、 

型のものが中心であ り、 親代の 

の対応でほ こ れまでの技術や 経験に基 

づく対応だけで は 不十分であ り " 地球環境問題時代に 

おける産業の 展開について 大きな課題を 抱えている。 本 

研究では。 持続可能な社会に 資する技術開発を 進めて 

いくための有力なヒントを。 こうした日本の 公害対策技術 

の特性と産業バフォー -7 シ スの関連から 分析㎡ 刊 、 、 抽 

出を試みた『 

。 建業 

公害時代の環境規制が 産業、 杓わけ産業競争力に 

ラ える影響等については 既に緩みな先行研究があ る。 

例えば、 ポータ - 仮説があ げられる " ポーター仮説では 

厳しい環境規制が 技術開発をり 促進し、 産業競争力を 生 

み " し 、 先進的な環境技術でもって 市場をリードするとし 

ている。 - 方で、 今日、 我が国の先進的な 環境技術を有 

す ぷこ 至っだのはポーター 仮説だけでは 説明できないと 

する説もあ る。 

本稿で は 持続可能な社会に 向けて。 当時の制約条件 

( 公害対応 ) にお。 て 、 産業がどのように 変遷したかをマ 

クロレベルでとらえることで 技術開発にはどのような 視点、   

戦後から 2960 年代にかけて、 産業界でぼ石炭から 石 

潤へのシフ H エネルギー革命 ) を通じて。 生産性を拡大 

させた " それでも㈹㏄ 年頃 までけ外貨 れ ㌧ た 制約があ 

り。 国内の石炭資源を 中心に産業展開が 行われ。 技術 

開発も国内技術中心に 行われた。 す gf 

経済 け 回復し、 石油資源の活用に 対する制約も 取り払 

われた。 石油へのシフ 河こ 際しては産業衰退が 生じるこ 

とはなく。 あ らゆる 源を活用し産業展開させてきた 経験 

から石油化学工業を 中心に飛躍し " た " ゑ 

と 、 過度な生産 - 消 が 公害となって 社 

する。 

⑪ 

「公害対応弾きそ で 」における産業 は " 加害者 " としての立 

場から。 環境規制への 対応が迫られた。 タイ㌃ な 環境規 

制が行われ " たものの。 比較的短期間で 効率的に汚染物 

質を削減できたのは " 問題となった 公害の汚染源は 特 

定の場所 ( 産業集積地りにあ り。 大規模排出 / 廃水段階 

にて効果的な 公害防除 策 ( 技術 ) を導入することで 可能 

とした。 また。 当時の産業展開は 得られた利益を 新たな 

設備投資に投入することで 次なる成長をえる れ、 ったよう 

に大規模な設備投資 モヂル に適合させることで、 公害 

防除技術の開発で 導入も 、 他の装置同様。 設備投資の 

- 環 れノて 行われため、 える。 その意味で、 当該時期の 

公害技術の特徴として 設備投資型環境技術とも 言える。 

この ょう な設備投資型環境対応技術 は 、 大規模汚染 

源を効率的に 抑えることができ、 直接競馬壮の 適合性 は 

非常に高 し 憶のであ っだ。 その結果。 日本で行われた 一 

連の環境対応 は、 ⑪   
され。 今日の先進的な 環境技術を有する 国としての存在 

感を築いた。 その一方で、 設備投資型環境技術 モヂル 

では、 規制値に対してのみ 反応する要素が 高いため、 

環境技術の開発ばやや 硬直的なものとなった。 技術の 

  



導入江対して 適切な規制が 求められる点において は 、 

環境負荷を削減する 税率が求められるピバ ー税 と同 

様の難し引問題 ) を抱えている。 その後、 環境技術 

開発は特定技術の 高度化志向 ( 高機能型の末端処 

理技術の進展 ) が非常に強り 芯のとなったれ、 える。 

また。 この時代の産業活動の 環境負荷を大幅に 削 

減せしめたもう 一つの特徴として、 汚染構造りと 産業 

立地が密接に 関係していたことがあ げられる。 戦後、 

我が国の産業復興においては 資源制約を抱えなが 

らの出発であ った。 例えば。 エネルギー革を 迎えでも 

既存産業が衰退ぜず、 むしろ悪条件な 産業立地ハ 

ン ヂィ を大規模かつ 集中的な生産システム [ 臨海工 

業地帯等 ) を生み出した " 公害問題はいわば 集中的 

な生産。 流通に出口であ る消費 ( 廃棄 ) の部分で生じ 

たものであ り、 対処療法的な 技術が最も対応した 環 

境 問題であ った。 実際、 昭和 34 年の工業統計による 

と 、 四大工業地帯のあ る 6 都道府県に工場生産の 6 

割が集申し、 重油への燃料転換による 硫黄分の含 

む亜硫酸ガスの 集中的な大規模排出が 公害問題を 

引き起こした ( 四日市ぜん息を 引き起こした 同工業地 

帯は燃料消費量の 9 割が石油であ った ) 。 つまり、 制 

約条件 ( 公害 ) への対応には、 排出規制以覚 @ こも 汚 

染 源が産業であ れば。 立地条件に よ る削減効果も 高 

  

⑪ 

設備投資型の 環境技術を蓄積じた 我が同の環境 
産業の競争力法国際的にほどのように 評価され，てい 

るか。 やや古い資料となるが、 表 3 ほ 米国。 商務省が 

環境産業の国際競争力の 比較であ る ( 米国商務省 

e  U ぷ ． 5 軸 Ⅴ 血 0 丑亜 8 献㎡ 工駐 

、 一ド型 環境技術 )n けについては " 大気、 

汚染防止技術、 水質汚濁防止技術とも 日本の技術 

e 郵 " と評価されて。 る 。 一方で " ソブ ㌃型の 

環境技術 ( システム ) についての石本の 評価はあ まり 

高くばなく、 米国、 ドイツ。 フランス。 イギリスと比べ。 低 

い評価となった。 つまり、 ハード型環境技術 は 競争力 

を 有したものの、 環境技術全体からみると、                       

じてしまったといえる。 

Re@% 旗 Ⅴ eCo 帥ヂ e 極亀 Ⅴ e 皿 eeSS0 で且且Ⅴ 汀 0 ぬ紬 e ぬな怒血ぬ皿 S 甘 y 
s0u 迂鉄通 Ⅱ 憶 ㏄ 血嗣 l 睡 主点㏄㏄ @ ほ n2 瞳 。 @ Ⅰ 血 c.s 柚瑛轄 0 だ A 

出典・ U.S.D 甲 沖魚 e%of ①℡ 濃氏こ ， of る cfiD で T ㏄㎞ 日接 yPohc ソ ssR 盤簗穣 @iygg 

女丁 紀 の数値 は瞭 ㏄ 煕 授与．㏄㏄ ==4.0K 巨 3. Ⅴ ，迅は K=2.P ㏄ @r=@ として 滝 み上げたもの。 
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，産 
それでは、 産業の環境対応と 産業パフオーマンス 

の関係は公害対応以降、 どのように変化したか。 
図ォは 197 裏 年以降の環境保全経費の 経年動向を 

示したものであ る。 環境保全経費 は 公害対応時期 

Q 年 ) と 地球環境問題への 対応時期 

(1987 年以降 た 大きく二つに 分けることが " できる。 

表 2 ぼ 主要産業における 環境対応の組織的変遷 

を示じたものであ る " 公害への取り 組みは化学工業 

幼年代より始まっている " オイルショッ 

ク が起きた 1970 年代は環境管理の 本格的な取り 組 

みがどの産業でも 始まるとともに、 各社にて省エネル 

ギ 一に関する委員会等が 多数設置ざれた ， ユ 980 手 

代になると、 オゾン層破壊防止や 地球温暖化問題へ 

の対応が鉄鋼業。 輸送用機械工業を 中心に展開さ 

れた。 再び。 環境汚染防止装置別に 推移を見てし ぺ 

と 。 大気汚染防止装置が㈹ 笘 年に生産実績のピー 

タを迎えている。 これは大気汚染防止法において 総 

量 規制が導入されたことに 起因する。 このよ引こ、 当 

時の環境規制と 環境汚染防止装置の 生産実績は密 

接な関係にあ ったといえる ， 
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次に、 環境技術開発は 産業にどのような 影響をもた 

らしたか。 図 2 ば 、 研究開発における 環境分野の研 

究費の推移を 示したものであ る " 全体の傾向として。 

は着実に進展している。 特徴的な 

部分として。 産業セクターが 有する研究費は 相変わ 

らず大きひたとが 伺えるが、 五 %0 年代後半にて 産業 

界 における研究費が 大きく伸張している。 

この時期の公害対応型技術の 中心は装置産業等 

の設備投資型の 環境技術開発であ る。 設備投資の 

一環として装置の 更新 ( 終末処理型の 環境技術 導 

八 : が 図られたとしたが、 どの程度、 産業の足 小 せと 

なったかどうか。 製造品出荷額と 環境技術開発費 

( 研究費 ) から推移をたどることとする。 また、 ハード型 

環境技術とソフト 型環境技術の 動き等を把握する。 

これまで見てぎたよ う に、 設備投資型の 環境技術に 

ついては。 環境規制 ( 直接規制注の 組み合わせによ 

り。 大幅な削減を 可能とした " もちろん。 直接 親 制に 

よる技術開発の 硬直化 は 避けるよラインセンティブを 

含めた取り紐みが 求められるが。 公害経験を経て 蓄 

積 、 高度他しだ知識を 現在そして将来においても 十 

分活かすことができる。 

ただし、 適応できる範囲 は より限定的なものになる 

可能性が高い。 その理由として。 地球温暖化問題時 

代における技術開発は、 設備投資型の 環境技術が 

効果を発揮した 時代のルール 封ま 異なるからであ る " 

つまり、 地球温暖化時代においてば 汚染源が小規 

模かっ点在していること、 汚染物質の排出が 個別的 

であ り。 その影響は - 、 y ス となる時点で 顕在化する等の 

特徴があ る " 公害対応型のように 汚染源に対する 末 

端処理技術の 開発による対応だけでは 費用対効果 

を考えても効果的な 対策あ るいは技術とならない。 ま 

た 。 社会経済的側面においても 同様であ る。 経済成 

長キャッチアップ 期は、 設備投資型の 経済 そヂル に 

より好循環を 産み出していたが、 フは 一型の消費社 

会経済へと変遷していく 申での 好 循環を模索する 必 、 

要があ る " 

それでは。 今後の社会を 構築するたで 公害対応 

一 1 17 一 



時代の経験がどの 程度活かすことができるか。 個別 

排出源への対応 れづ 点では輸送用機器であ る自動 

車工業の経験は 有用であ る " 我が国の自動車産業 

技術は。 トテソク 中心の生産体制から㈹ 70 年代の排 

ガス規制問題への 対応を機に、 欧米と伍するまでの 

競争力を強化した。 図 3 は昭和 45 年から 47 年まで 

の 科学技術研究調査報告における 公害防除関係 研 

究 費の支出額の 割合を示したものであ る。 

  

最も大きいのが 輸送機械工業であ り、 戟 9 億円の 

研究費を支出している " 二番目に大きいのが 化学工 

業であ るが。 こちらは 73 億円と大きく 引き離されてい 

る " 次いで機械工業の 鰯億円、 鉄鋼業の鰯億円と 

続く。 紙 。 ノ、 ; ルプ で は 9 億円と他の業種と 比べると、 

支出額の割合は 少ないといつた 状況であ る。 先に述 

べた設備投資型の 業種でぼ汚染物質削減量に 比べ、 

研究費の支出はそれほど 大きくなしにとがわかる " 一 

方で、 輸送用機械は。 米国のマスキ 一法への対応 

( 規制適合 ) の達成如何が 産業の死活問題に 直結 

するとの位置づけ、 研究開発が行われた。 実際。 あ る 

自動車会社では、 ㈹ 個 程度の排ガス 技術について。 

プロジェクトをパラレルに 展開させた。 当時。 触媒技 

術は研究室内の 温室的な技術であ ったが。 集中的 

な研究開発により 実現ずることとなった。 

マスキ一法への 対応 ( 厳しい環境規制 ) は、 環境 

技術の向且を 促した，自動車の 場合。 触媒技術によ 

り燃費が悪化するマイナス 面を取り除くため。 材料の 

見直し。 エレクトロニクス 技術導入によるインジェク シ 

ョン 技術の利用がその 後の自動車技術の 飛躍的な 

成長をもたらしたとされる。 つまり、 輸送用機器の 環 

境対応では。 ハード的な技術だけでなく、 輸送システ 

ム全体としての 最適化技術の 高度化を図る 端緒とな 

った。 

本稿では、 公害対応時代と 比べ " 今日対応が迫ら 

れる地球温暖化時代にあ って。 活かせる経験は 何か 

について、 検討を行った。 

公害対応型の 時代法大規模かつ 集中的な生産。 

流通。 廃棄局面における 設備投資型の 環境技術 開 

発 が有効に働いたとした。 ただし、 制約条件 ( 環境規 

制 ) に対する反応が 強い側面が る ( 技術開発の イ 

ンセンティブを 硬直化させる 懸念があ る " 

地球温暖化問題対応型の 時代においては、 消費 

社会型へとシフトしていく 申で、 設備投資型による 環 

境対応は限定的なものになる 可能性が高い。 今後。 

持続可能な社会の 構築に産業技術が 貢献して りへ 

ためには、 消費社会に立脚した 対応とともに、 消費 

財単体ではなく、 その周辺を取り 巻くシステム 全体に 

革新を引き起こすような 制度設計、 ソフト技術が 改め 

て必要であ る。 

通商産業省 @ 通商産業政策 史 - 策 鰯期 高度経済成長期㈹ )J 
経済産業省 l 工業統計調査報告Ⅱ 

総務省 r 科学技術研究調査報告 J 

， ) 公害発生のメカニズムをみた 場合、 ぽ 70 年前後の公害 

問題時代以前においても。 その発生メカニズムと 対処法に大 

きな変化 は ない。 こゑ もら公害発生 は 産業におけるエネルギ 

- 。 資源の選択； ; もだらしたものであ る。 

" ) "TheU 俺 ・ 乙 lvironlln ㏄ 嶽輌 d"s を ， y" では 翼 qu@p 田 " ぬす   

随 ， v@ 。 " 、 ㎏ source の 3 つに分類し評価を 行っている。 

Equ@p 潮 。 ll るには 水 設備。 化学処理。 大気汚染防止装置   

機器。 除法システム、 水管理装置、 防除プロセス。 技術 

等 が含まれる     - 方、 sei,v@ じ， e                                                                         
理、 コンザルタント、 産業サービス、 分析 ザ - ビス、 水 

処理研究等が 含まれる， 

  


